
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年８月10日

【四半期会計期間】 第35期第２四半期(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

【会社名】 株式会社ズーム

【英訳名】 ZOOM CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役　CEO　飯島 雅宏

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田駿河台四丁目４番地３

【電話番号】 ０３（５２９７）１００１(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　CFO　山田 達三

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区神田駿河台四丁目４番地３

【電話番号】 ０３（５２９７）１００１(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　CFO　山田 達三

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

株式会社ズーム(E33025)

四半期報告書

 1/17



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第35期
第２四半期
連結累計期間

第34期

会計期間
自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日

自　平成28年１月１日
至　平成28年12月31日

売上高 (千円) 2,987,534 5,969,295

経常利益 (千円) 108,925 204,917

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 83,176 179,281

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 55,767 155,892

純資産額 (千円) 4,353,860 4,044,460

総資産額 (千円) 6,357,081 6,121,781

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 39.43 89.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 37.28 －

自己資本比率 (％) 68.5 66.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 164,751 394,280

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △161,410 △216,228

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 257,412 458,979

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,508,323 3,295,043
 

 

回次
第35期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 24.81
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は第34期第２四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表を作成していないため、第34期第２

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については、記載しておりません。

４．第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は第

34期においては非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

５．当社は平成29年３月28日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場したため、第35期第２四

半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、新規上場日から当第２四半期

連結会計期間末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、当社は、前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結

累計期間との比較分析は行っておりません。

 
(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国では個人消費が引き続き堅調であり景気が順調に拡大して

おりますが、欧州及び中国をはじめとする新興国においては景気の改善がみられるものの先行き不透明な状況が続

いております。

　我が国経済は、為替レートが前連結会計年度末から比べるとやや円高に推移したものの、アベノミクスの効果も

あり雇用環境や企業収益の改善が続いており、引き続き堅調に推移しております。

　また、当社グループが属する音楽用電子機器業界におきましては、世界最大の市場である米国においては緩やか

な成長が続いており、その他の地域については趣味の多様化や新興国の先行き不透明な景況感により楽観視できな

い状況ではあるものの堅調に推移しております。

　このような状況の中、当社グループでは、新製品開発日程の遵守、新しい販売チャンネルの開拓やWebマーケティ

ングを中心としたプロモーションの強化に努めてまいりました。

以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は2,987,534千円、営業利益は135,194千円、経

常利益は108,925千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は83,176千円となりました。

当社グループは音楽用電子機器事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

製品カテゴリー別の説明は以下のとおりであります。

 
(ハンディオーディオレコーダー)

ハンディオーディオレコーダーは、当カテゴリーの最上位モデルであるH6の販売が好調であったこと等によ

り、当第２四半期連結累計期間の売上高は1,442,722千円となりました。

(マルチエフェクター)

マルチエフェクターは、前期から販売を開始したG3nシリーズの販売が引き続き好調であったこと等により、当

第２四半期連結累計期間の売上高は515,454千円となりました。

(ハンディビデオレコーダー)

ハンディビデオレコーダーは、前期から販売を開始したQ2nの販売台数が予想を上回ったこと等により、当第２

四半期連結累計期間の売上高は354,390千円となりました。

(マルチトラックレコーダー)

マルチトラックレコーダーは、競合の製品が殆どないことから当社グループの製品には依然として一定の需要

があり、当第２四半期連結累計期間の売上高は135,112千円となりました。

(モバイルデバイスアクセサリ)

モバイルデバイスアクセサリは、iQ7の販売が引き続き好調であったことから、当第２四半期連結累計期間の売

上高は51,502千円となりました。
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(オーディオインターフェース)

オーディオインターフェースは、競合ブランドのシェアが強固なため予想より売上が伸びなかったことから、

当第２四半期連結累計期間の売上高は61,669千円となりました。

(プロフェッショナルフィールドレコーダー)

プロフェッショナルフィールドレコーダーは、業務用レコーダーの市場規模が予想を下回ったこと等により、

当第２四半期連結累計期間の売上高は293,290千円となりました。

(エレクトロニックダンスミュージック)

エレクトロニックダンスミュージックは、前期から販売を開始したARQ AR-96の初期需要が一巡したこと等によ

り、当第２四半期連結累計期間の売上高は2,150千円となりました。

 
(2) 財政状態の分析

(資産)

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ235,299千円増加し、6,357,081千円となり

ました。これは主に、現金及び預金が214,480千円増加したことによるものであります。

(負債)

当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ74,099千円減少し、2,003,221千円となりまし

た。これは主に、買掛金が91,294千円減少したことによるものであります。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べて309,399千円増加し、4,353,860千円とな

りました。これは主に、株式上場に伴う公募増資を実施したことにより資本金及び資本剰余金がそれぞれ146,832

千円増加したことによるものであります。

以上の結果、企業の安全性を示す自己資本比率は、前連結会計年度末の66.1％に対し、当第２四半期連結会計

期間末は68.5％と2.4ポイント増加しております。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ213,280千円増加し、3,508,323千円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により増加した資金は164,751千円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益を108,749

千円及び減価償却費を75,094千円計上し、売上債権の減少額が62,332千円であった一方、仕入債務の減少額が

51,552千円であったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により減少した資金は161,410千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出

162,412千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により増加した資金は257,412千円となりました。これは主に、株式の発行による収入293,664千円に

よるものであります。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は394,127千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,900,000

計 7,900,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,208,012 2,208,012
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら限
定のない当社における
標準となる株式であり
ます。
なお、単元株式数は
100株であります。

計 2,208,012 2,208,012 ― ―
 

　（注）提出日現在発行数には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月30日 ― 2,208,012 ― 188,933 ― 238,495
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(6) 【大株主の状況】

  平成29年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

飯島 雅宏 埼玉県さいたま市北区 352,700 15.97

莅戸 道人 東京都中野区 352,700 15.97

ズーム社員持株会 東京都千代田区神田駿河台四丁目４番地３ 176,612 8.00

Sound　Service Musikanlagen-
Vertriebsgesellschaft mbH
（常任代理人　佐藤　明夫）

Pariser Str. 9, 10719 Berlin, Germany
（東京都港区北青山三丁目６番７号 青山パ
ラシオタワー６F　佐藤総合法律事務所）

150,000 6.79

松尾　泉 東京都多摩市 105,000 4.76

S.E Goodman Holdings,LLC
（常任代理人　佐藤　明夫）

2120 Smithtown Avenue Ronkonkoma,　New　
York 11779 , United States
（東京都港区北青山三丁目６番７号 青山パ
ラシオタワー６F　佐藤総合法律事務所）

75,000 3.40

Scott Rudolph
（常任代理人　佐藤　明夫）

New York, United States
（東京都港区北青山三丁目６番７号 青山パ
ラシオタワー６F　佐藤総合法律事務所）

75,000 3.40

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 53,300 2.41

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 52,800 2.39

Mogar Music S.p.A
（常任代理人　佐藤　明夫）

Via Bernini 8, 20020 Lainate, Milano,
Italy
（東京都港区北青山三丁目６番７号 青山パ
ラシオタワー６F　佐藤総合法律事務所）

42,000 1.90

計 ― 1,435,112 65.00
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,207,700
22,077

完全議決権株式であり、権利内容に何ら
限定のない当社における標準となる株式
であります。
なお、単元株式数は100株であります。

単元未満株式
普通株式

312
― ―

発行済株式総数 2,208,012 ― ―

総株主の議決権 ― 22,077 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３. 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との対比は行っ

ておりません。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,319,293 3,533,774

  売掛金 866,464 786,812

  商品及び製品 942,141 983,101

  原材料及び貯蔵品 45,154 30,187

  その他 337,760 404,498

  流動資産合計 5,510,815 5,738,374

 固定資産   

  有形固定資産 151,977 214,214

  無形固定資産 3,880 2,510

  投資その他の資産 455,107 401,982

  固定資産合計 610,966 618,707

 資産合計 6,121,781 6,357,081

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,093,198 1,001,903

  短期借入金 ※  698,940 ※  672,000

  未払法人税等 511 35,827

  賞与引当金 10,021 11,621

  製品保証引当金 34,498 35,719

  その他 240,150 246,149

  流動負債合計 2,077,321 2,003,221

 負債合計 2,077,321 2,003,221

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 42,101 188,933

  資本剰余金 126,327 273,159

  利益剰余金 3,805,643 3,848,859

  自己株式 － △71

  株主資本合計 3,974,072 4,310,880

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 70,388 42,979

  その他の包括利益累計額合計 70,388 42,979

 純資産合計 4,044,460 4,353,860

負債純資産合計 6,121,781 6,357,081
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 2,987,534

売上原価 1,918,152

売上総利益 1,069,381

販売費及び一般管理費 ※  934,186

営業利益 135,194

営業外収益  

 受取利息 687

 持分法による投資利益 46,160

 その他 397

 営業外収益合計 47,244

営業外費用  

 支払利息 4,572

 為替差損 32,253

 租税公課 15,959

 上場関連費用 20,728

 営業外費用合計 73,514

経常利益 108,925

特別損失  

 固定資産除却損 175

 特別損失合計 175

税金等調整前四半期純利益 108,749

法人税、住民税及び事業税 31,733

法人税等調整額 △6,159

法人税等合計 25,573

四半期純利益 83,176

親会社株主に帰属する四半期純利益 83,176
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 83,176

その他の包括利益  

 為替換算調整勘定 △16,561

 持分法適用会社に対する持分相当額 △10,847

 その他の包括利益合計 △27,408

四半期包括利益 55,767

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 55,767

 非支配株主に係る四半期包括利益 －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

          (単位：千円)

          当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

 税金等調整前四半期純利益 108,749

 減価償却費 75,094

 賞与引当金の増減額（△は減少） 1,599

 製品保証引当金の増減額（△は減少） 1,220

 受取利息 △687

 支払利息 4,572

 為替差損益（△は益） △12,331

 持分法による投資損益（△は益） △46,160

 固定資産除却損 175

 売上債権の増減額（△は増加） 62,332

 たな卸資産の増減額（△は増加） △27,028

 仕入債務の増減額（△は減少） △51,552

 その他 △14,949

 小計 101,035

 利息及び配当金の受取額 53,183

 利息の支払額 △4,673

 法人税等の支払額 15,205

 営業活動によるキャッシュ・フロー 164,751

投資活動によるキャッシュ・フロー  

 定期預金の増減額（△は増加） △1,200

 有形固定資産の取得による支出 △162,412

 貸付金の回収による収入 2,351

 保険積立金の積立による支出 △91

 その他 △58

 投資活動によるキャッシュ・フロー △161,410

財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,780

 株式の発行による収入 293,664

 自己株式の取得による支出 △71

 配当金の支払額 △39,960

 財務活動によるキャッシュ・フロー 257,412

現金及び現金同等物に係る換算差額 △47,471

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 213,280

現金及び現金同等物の期首残高 3,295,043

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,508,323
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。これらの契約

に基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

当座貸越極度額 1,000,000 千円 1,000,000 千円

借入実行残高 349,470  〃 336,000  〃

差引額 650,530 千円 664,000 千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

給料手当及び賞与 178,615 千円

賞与引当金繰入額 5,342  〃

退職給付費用 4,526  〃

研究開発費 394,127  〃

製品保証引当金繰入額 22,568  〃

支払手数料 131,842  〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

　であります。

 
当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

現金及び預金 3,533,774　 千円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △25,450  〃

現金及び現金同等物 3,508,323  〃
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日)

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月29日
定時株主総会

普通株式 39,960 20 平成28年12月31日 平成29年３月30日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３ 株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成29年３月28日に東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）市場に上場いたしました。株式上場

にあたり、平成29年３月27日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による新株発

行210,000株により、資本金及び資本準備金がそれぞれ146,832千円増加しております。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が188,933千円、資本剰余金が273,159千円となっており

ます。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは音楽用電子機器事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日)

(1)　１株当たり四半期純利益金額 39円43銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 83,176

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金
額 (千円)

83,176

普通株式の期中平均株式数(株) 2,109,391

(2)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 37円28銭

(算定上の基礎)  

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) －

普通株式増加数（株） 121,779

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－

 

(注)　当社は、平成29年３月28日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）市場に上場したため、当第２四

半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、新規上場日から当第２四半期連結会計期

間末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月８日

株式会社ズーム

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　トーマツ
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   石　　井　　哲　　也   ㊞

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鈴　　木　　　　　努   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ズーム

の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ズーム及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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